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生涯計画からみた定年制の問題
多国 吉三
Problems of the "Age-Limit and Retire" System 
from a view of the Life-Cycle Planning in Japan 
YOSHIZO T ADA 
資源の食いつぶし、公害のばらまき、商品悪の横行、
インフレーションなどを伴ったがむしゃらな高度経済成
長政策の破局とともに、これに代って社会の福祉が声高
〈叫ばれ、まさに福祉一色にぬりつぶされたのも束の間、
不況の襲来とともに、 「高福祉高負担Jの名のもとに、
国民の福祉は二の次にされようとしている。このような
時代の波に奔弄されている国民の不安感、焦燥感、危機
感ti根深いものがあるが、昭和50年 9月に、三木首相へ
の私的提言という形て r生涯設計計画(ライフサイク
ル計画)Jをまとめた提言者たちは、このような国民感情
のよって来る基本的原因をつぎのように指摘している。
(1)過去30年間の成長の成果が悩祉向上とうまく結びつ
いていないこと
(2)加速化されたインフレーションによって生涯計画が
般Eまからゆらいでいること
(3)労働慣行がライフサイクルの変化に対応していない
こと
このような問題意識とこれにもとづく分析から、国民
の抱いている不安感、焦燥感、危機感をとり除くための
具体的方策であるところの
(1)誰でも努力すれば家を持てる制度
(2)誰でもナショナル ・ミニマムを保障される社会保障
制度
(3)誰でも安心して老後を送れる制度
(4)誰でも、どこでも、いつでも学べる教育制度
によって補強された倒人の「ライフサイクル計画」の
基盤を確保するための政策的提案がおこなわれているの
である。
これらの諸提案は、まさに国民という個人の生活の立
場から、いわばミクロ的な視点にたって、 「失われつつ
ある期待感」の回復をはかろうとするものであるが、そ
れがゆえに、他方では「国民経済的整会性」という配慮
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が弱まっていると批判されている。
たとえば、 「私たちの寿命が伸び、反面子供の数が減
って末子が社会に巣立つ時期は早まるなど、ライフサイ
( 11) 
クルは大きく変っているが、これに対応して定年の延長
などの労働慣行の改善が図られず、老後の生活に不安を
銭している」のて¥さしあたって少くとも60歳まで定年
を延長すべきであるとしている。しかし、 55歳定年を基
軸として確立している終身j雇用制度(実は「個人の能力
や意思とはかかわりなく 、一律かつ強制的に職場から離
脱させるとし寸制度」をもとにした期限付属用制度)と
年功賃金体系、それに退職一時金制度や年金制度との関
連をぬきにして、例人の生活の1則カ‘らの必要に応じた60
歳もしくはそれ以上の定年延長を判断したとしても、そ
れは社会経済のしくみにかかわるかなり多くの政策的論
点をのこすことになる。
この論文では、 「生涯計画Jにかかわる広範な諸問題
のうち、定年制の問題に焦点をすえて、論議したいと考
えている。
1 .定年制の成立
わが国においては、ある特定の企業におけるいわゆる
「終身」庭用制度と結びつけられて、ある年令に達した
労働者を、かれのもっている意思や能力とかかわりなく、
一律かつ強制的にその企業の職場から離脱させる制度の
ことを定年とよんでいるが、外国とくに欧米諸国での定
年 age of retirement という言葉のなかには、雇用さ
れているある特定の企業とはかかわりなしに、職業生活
から引退する年令、いいかえれば、わが国でも最近使わ
れるようになってきた「社会的」定年という意味がこめ
られているのが普通でーある。本来、定年制には、高齢に
なった労働者の「労働能力の強失jにともなう「休息の
権利Jが確保されねばならないという課題があるが、先
進国における戦後の社会保障制度の発展は、 1971年の I
LOの社会保障の最低基準に関する国際条約 (102号)に
みられるように、職業生活から引退したのちは、年金に
よって所得を保障するという考え方が→般化し、現実化
してきている。
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たとえば、アメリカの企業における平均的な定年制の
ノマターンを労働省のサンプル調査の結果をもとに描くと、
(3) 
つぎのよつになるといわれている。
(1)65歳の通常定年制が設けられており、退職すれば年
金を受けることができる。
(2)68歳で強制定年となるが、場合によっては勤務延長
や再雇用の途もある。
(3)70歳までの自動定年によって、企業を去る。
表-1 アメリカにおける定年年齢
通常定年
強制定年
自動定年
監j
69-
0.6 
7.9 
32.8 
労働省の調査対象となったほとんどの企業 (94.1%)
は、 65歳の通常定年制をしいているが、これは労働者が
退職を強制されるわけではなく、退職するか働きつづけ
るかの選択の余地のあるもので、公的もしくは私的年金
制度からの老齢もしくは退職年金を受給しうる年齢を意
味している。そして、この通常定年のうえに一定の年齢
差をおいて強制定年と自動定年とが組みあわされて設け
られるという傾向がみられる。強制定年 compulsory
retirement というのは、退職を強制される年齢で使用
者1sIJの意向により勤務延長もしくは再雇用の余地のある
ものであるが、自動定年 automatic retirementという
のは、自動的に退職となる年齢で勤務延長や再雇用の余
地のないものである。
そのほかのヨーロ yパ諸国においても、定年年齢のき
め方や年金の受給年齢には若干の差はあるものの、大体
において男子65歳を「通常定年」ならびに「年金受給開
始年齢Jとするものが多〈、この通常定年年齢を標準と
して、雇用制度と年金制度とを密接に関連させて運用し
てゆこうとする傾向がみられる。
これにたいして、わが国の定年制は、ある lつの企業
におけるいわゆる「年功賃金Jにもとづく「終身庭用」
制をもとにして、労務の適切な管理と人事の同滑な運用
をはかるために設けられたもので、さらにこのような管
理運用を効率的にする潤滑剤として高額の一時的な「退
職金jの制度が発達してきているのである。すなわち、
そこには、ある特定の 1つの企業の都合だけがあって、
雇用されているものの再就職にたいする配慮や引退後の
生活にたいする配慮、などは、 「制度的jにはほとんどな
カ怠ったといってよい。
「終身雇用制Jというわが国の労働慣行は、企業が養
成した就練工や事務に精通した職員の足どめ策として明
(12) 
治末期から大正初期にかけて、官公庁や大企業を中心と
して形成されてきたといわれるが、第2次大戦中の労働
力の逼迫にともなう長期雇用の要請と奨励は、これを企
業規模をこえて一般化し、戦後の身分制の撤廃と庭用安
定政策とによって、ほとんどあらゆる常備労働者に定着
させてきている。 f年功賃金制jという労働慣行もまた
「終身雇用制Jを輸として展開されてきたとみることが
できる。労働者がある lつの企業で勤続しつづけるとそ
れだけ経験や技能を地すが、このような経験や技能の習
熟にいわゆる 「年季Jを必要とすること 、そして年齢と
ともにより多くの生活費を必要とすることという 2つの
条件が、労働者の移動の防止をねらった「終身雇用制J
の実質的要件として、合理性をもっていたところに「年
功賃金制Jが成立したのである。明治末期から大正期にか
けての 「年功賃金制」の形成は、この 2つの実質的要件
を補強する形で展開され、昭和初期の「企業合理化運動j
によって少しばかり水をさされたものの、国民生活の窮
乏による賃金の生活給化とともに、 「年功賃金制」 を確
固たるものとしたのである。
これにたいして、 「定年制」のほうも 、「終身雇用時IJ
や「年功序列制」と同じような発達の系譜をたどること
ができるけれども、それほど積極的な意味をもっていた
とは恩われなし、。よく指摘されるように、日本郵船の明
治35年の社只休戦規則が55歳定年らしきものを定めてい
るといわれるが、これがどのような実効をもっていたか
は明らかではない。また、大正14年の協調会の調査は、
調査対象75t土のうち18社が、昭和8年の内務省社会局の
調査は、調査対象336社のうち140社が、昭和11年の工場
管理研究会の調査は、調査対象163社のうち半数が、50歳
14) 
もしくは55歳定年をきめていたといわれているが、これ
らはいづれも経験や技能が習熟のきわみに達するととも
に、 (ただし、これは比用量的な表現であるが)生活費の
必要もそのきわみに達し(あるいは峠をこえ)、 肩の荷
をおろして職業生活から引退する年齢であったと考えら
れる。そして、このような「終身雇用Jにたいする慰労
金として、勤続年数にたいして累進的な、余り長くない
余生にからみてかなり多額の退職一時金を支給する制度
が発達してきているのである。
うえにのべてきたような基悠のうえにたつ f55歳定年
制Jを、金子美雄氏は、 「もともと定年制は、古い『隠
居制度jの伝統をうけたよき日本的雇用制度であったと
思われる。それは老境に入って労働能力の減退した人々
に安楽な老後生活を与え、かつ後進への道を聞くもので
あった。しかしこの『定年制jがよき制度と して存在す
るための条件の1つは、定年の年骨骨が常識的に生産年齢
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の上限として納得されるむのであるということであリ、
他の lつは定年後の生活ーが保隊されることであった。か
つて55設がこのような年齢として社会的合意を得ており、
かつ多似のil職金又は年金か家族制度とともに第2の粂
(51 
件を1前たしていた」とのべている。
たしかに、われわれにとっては、 「おそらく、働ける
聞は門分に過した戦場で一生懸命働き、能力に衰えヵ、感
じられるようになったら後進に途をゆずって引退し、そ
のr.1I貯えた金で彪のある家め一つも買って孫たちに囲ま
れなヵ、ら平総に~~し、足腰が不自由になって人に迷惑を
(fiJ 
かけるようになる前に、惜しまれつつこの世を去るJと
いうのが理想的な人生であろう。
2.生涯計画と定年
ところが、戦後の30年の歩みは、うえにのべてきたよ
うな「向きよき」定年制の社会的基盤を堀リ くずしてし
まったのである。これには、つぎの 2つの契機がある。
(1) 人口構巡の変化
a. 予必JIJ命のイ申びによる高齢化
b. t車部学膝のI，.J上にi下う労働人uの上万*移
(2) 家族制度の変化
a.家族制度のiJ)j墳による老後の自己扶養化
b.絞家紋化にともなう子女育成費の増大
表-2 手均寿命の推移
年 1t 男 1正
明治24-31年 1891-1898 42.8 44.3 
42-大正2年 1909-1913 44.25 44.73 
15-昭ね15年 1926-1930 44.82 46.54 
昭干UI0-ll年 1935-1936 46.92 49.63 
昭相22年 1947 50.06 53.96 
昭干1125-27年 1950-1952 59.57 62.97 
昭和3011"' 1955 63.60 67.75 
昭和40年 1965 67.74 72.92 
昭和50~三 1975 71.76 76.95 
(資料)厚生省「完全也命表Ji簡易生命表Jによる。
J'.の総人口比か、昭和45年には15%、昭初65年には22%
とt'.1::昇し、いまから30年あまリのちの昭和85年には30
%近くにまで到達しようとしていることカ、わかる.
したの褒ー3のなかで、少しばかリ注窓を喚起してお
きたいことは、昭和25年ごろまて"11%台であった55段以
上人口の総人口比は、それ以後20年を経過するごとに、
年併を 5哉ずつ繰りあげて、 11ぽ対応していることであ
る。すなわち、昭和25年の11.0%という55歳以上人円の
総人U比は、昭和45年の10.7%とL寸 60歳以上人μの総:
人U比に、また昭和65年の10.8%という65歳以上人口の
総人口比に、さらに昭和85年の10.9%と、、う 70歳以上人
円の総人口比に、ほぽ等しい大きさをもっている。この
ことは、それ以後の年代の同じような系列についてもみ
られるが、対応する一番あとの数値には 5%程度の子高ち
こみがある これは、 20年間隔でとられた老齢人口の減
少が、これから50年後 (2030年)にならなければ、あら
われてこないことを意味している。しかし、この時期を
硲定するには、さらに詳細な年代区分と推計作業の検討
を必要とする。
それはともかくとして、当面の課題に焦点をすえて間
紛化人Uの推移を眺めてみると、昭和25年当時までの11
%台という 55/坂以上人口の総人μ比が、 55歳定年制とい
う「古い問、居制度の伝統をうけたよき日本的庖用制度J
をささえていた社会的経済的基盤であったとすれば、他
の 'J~mが変らないかぎり(すなわち、労働力人口の.t船
人口扶発)Jが変らないかぎリ)、 この年齢は昭和45年に
は60歳、昭和65年には65歳、昭和85年には70畿であるべ
きであり、いま仮りにこの水準を15%台に必けIf、約20
年単位で 1段階おくらせることが必要となってくるであ
ろう。
このようにいまや「古きよき制度Jをささえていた碁
tiは失われてしまっているのである。
つぎの図ー 1は、このような事情を個人生活の官1から
いわばミクロ的にモデル化した戦前と戦後の夫婦のいわ
ゆる「ライフ ・サイクルjを図示したものである。この
型褒慢一 2はJ半ドI均4句JA対』命の+推作 表-3 高年齢人口の推移
ものてでeあるが、 Bs仰22年ごろまで
は、 50此以下てあった男の平均寿
命も、その後急速にfJtび、日召初50
年には70歳をこえることになった。
これにともなって、人Uの年齢憐
成の必齢化がすすみ、厚生省の人
口問題研究所の推計によれば、 表
-3にみられるように、昭和25年
ごろまでは11%台であった55歳以
人 ロ (万人)
年 代
総:'<5以上 60以k65以上 70以上
大正9年 1920 5，596 64 4ω 294 163 
昭拘10年 1935 6.925 773 516 322 184 
25年 1950 8，320 916 641 41 処』
45年 1970 10.312 1，542 1，102 731 434 .ー・..
65年 190 12，758 2町792 2.030 1，378 892 
85年 初10 14，061 4.023 3.1筑) 2.262 1.539 
105年 加'3014.お6 4.115 3，182 2，418 l.i68 
l資料)r国勢調査jおよび人口問勉研究所の推計による.
(13) 
総 人 ロ 比 (%) 
総数 5以上 ω以上 倍以上 70以上
l似l.0 11.5 8.2 5.3 2.9 
100.0 1.2 7.5 4.6 2.7 
l制)ρ 11.0 7.7 4目9 2.8 
l∞o 15.0 1D.l 7.1 2.9 ..・..晶. .ー晶
lωo 21.9 15.9 10.1 7.0 
l∞o 28ι 22.7 16.1 lU 
l∞o 28.7 22.2 16.8 12.3 
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a・015"
夫
• 
図-1 夫婦のライフサイクノレの 1つのモデル
<1医科) r聞民生揚白・」聞拘".手帳ょ，作依
人生の後半のライフ・サイクルの変化について、 「国民
生活白書J(昭和49年版)は、 「戦前の姿は、末子(第
5子)の結婚と相前後して夫を失い(夫の死亡時年齢62
歳、その時婆は58歳)、末子が男子であれば、夫の死後
21f.閥、大学を卒業させ、嫁をもらうまでの間同居し、
家事のめんどうをみることとなる。そして末子の最初の
子供の顔をみて、まもなく 63歳で他界するというのが平
均的な姿であった。だから戦前はライフ ・サイクルから
みても、老齢者のみの世帯が多くなるというような状況
はあまり生じない可能性があった」のにたいし、戦後の
現在の状況はかなり戦前とは巽った様相を呈してきてい
(7) 
ることを、つぎのように指摘している。
「末子(第 2子)が大学を卒業するのは夫が53.5歳、姿
が50.4歳で夫婦がそれ以前に死ぬようなことはすくな
い。夫死亡後、子供を大学にかよわせねばならなかっ
た戦前の妥ーにくらべ、子供の養育責任は余程軽くなっ
たが、そのかわり子供が独立していった後の生活を息
長〈送らねばならない。間もなく夫が定年 (55歳)を
むかえるが、その後17年も続〈夫婦だけの生活を、隠
退して送るというような夫婦はまず考えられない。そ
のような資力の蓄積があることはまれであろうし、何
よりも現在の55歳といえば働き盛りである。しかし、
(14 ) 
定年後転職するにしろ、元の会社に再雇用されるにし
ろ庭用条件はよくない。そして夫が65歳頃まで働き、
年金を受給し、 73歳前後で死ぬ。その時妻は70歳前で
あるが、それから 7年半は淋しい老後を送らなければ
ならない。経済的にも夫が財産を残してくれればよい
が、そうでもなければ失の受けとっていた年金の半分
の遺族年金で暮らしていかなければならないが、1人
当りの金額に変りがなくても、住居費、光熱費等は世
帯の人数にはあまり関係のない必要な支出であり 、生
活はかなり苦しくなる。子供たちと同居しようと思っ
ても、住居が地方であれば、子供が居をかまえている
都会は遠いし、まして都会地は厳しい住宅難に置かれ
ている。また、末子が結婚して世帯をかまえてから17
年もたっており、今さら子供達の家族になることもむ
ずかしい。J
このようなライフ・サイクルのモデルの描き方は、細
部においては問題があり、個々の具体的なケースにあて
はめたときには個人差が強くあらわれてくるであろうが、
「平均像Jもしくは「典型例」としてみたときには、ほ
とんど異論のないところであろう。
ここで指摘されている問題点は、つぎのとおりである。
(1)戦前は、55歳定年というものが稼得生活からの引退
を意味しており、それ以後の老後生活は、平均5人
という比較的多くの子供が次々と独立するまでに稼
ぐところのいわゆる家計補助的労働に円滑に切りか
えられてゆき、老齢者だけの世帯になるという機会
も期間も非常に短かかったこと。
(2)これにたいして、現在の55歳定年は、標準学歴の向
上によ って少数ではあるがかなり多くの費用のかか
る子女が独立したばかりか、あるいはまだ完全に独
立しきれない時期にあたる。しかも核家族化の進行
によって子供に依存することができなくなってき て
いるので、平均寿命の伸びによる長い余生 (夫婦だ
けの17年間と、1f，婦になってからの7年半)を自立
して暮してゆかなければならない分岐点になってい
ること。
3 .定年制の問題
うえにみてきたような「ライ フ ・サイクル」の変化は、
当然「生涯設計計画」の変更を伴わざるをえない。しか
もこのよ うな変更に拍車をかけているのは、少産と標準
学歴の向上とによ って、量的にみても、労働の期聞から
みても、相対的に減少した労働力人口に、老後の扶養を
託さざるをえないので、老後の生活保障水準が低位にな
多間 生i定n十商からみた定年制の問題 -185 
らざるをえないという状況である。また、労働期間が短
いと、貯蓄による例人の資産のt1i積も少くならざるをえ
ないという事情である。このような事態を改善するもの
は、 「妓術進歩jてあろうが、改善とは逆の方1']1こイン
フレ的な物価上昇が強いプレーキをかけているのである
積立式による.t齢年金制度の賦課方式への移行の傾向は、
このような事態への一つの対応の仕方とみられるが 労
働力人口の扶猿7)に関するかぎり問題をのこしtいる。
少し資料は古くなるが、つぎの表-4'立、必人の生活
費の源泉を調査したものである。
表-4 老人の生活費の出所 盟 A~Ó)
虻
思給年金 | 凶 1 18 
固から(合地Jj公共l且体) I 3 I 3 
夫同 働事 I 58 1 19 
kσH動き I 17 I 13 
家賃地代貯金・配:円 I 14 I 12 
子供 (有妃1同)から 1 46 1 69 
(バ)列は60揖以 l
(資料}総埋府Jl.鰍・，- r嶋人に 閉する窓融調査J(附 相
47年 ) I・よる.
これは、生活費の出所を凋べただけであって、その金
額の大きさは比較できないが、 60歳以上の男子老人でさ
え、夫や妻の働きをあてにしているものがもっとも多〈、
1:i配偶のチからというのがこれに次ぎ、年金や給付金、
あるいは財産収入をあてにし ているものは、はるかに{J~
{立にあることがわかる。
このような老後生活にたいする不安と見とおしの現状
については、実態調をの結染がかなり的確にその妥をし
めしている。 表-51立、年船階層別に生活のfpqからの}L
袋一 5 老後の生活と紙業意識
というE在{.1をもっ人々の割合は、年齢階府が若くなって
ゆくにしたがってお実に高まってゆき50%に達しようと
しているのである。
ところで、このような「生活できるJという確信は、
いかに して尖現されうるのであろうか.就業意識に関す
る実態調査の結果は、これが確実に働きつづけようとい
う意志によって支えられていることをしめしている。し
かも、60歳代までは 「働けるうちはす守い頃からの仕事を
つづけたいJというものが43-45%台とほぼ悶定してお
り、年骨骨階層のI切Jnとともに引退しようという意向がふ
えてくるが.一定年鈴までは選択が]に仕事をもっていた
いというものが48-41%台を占めていることがわかる。
このように、 「高飴期における紘業(;t.、白立し安定し
た生活を送るための所得を得るための手段であるととも
(9) 
に、充実した人生を続けるための生きがいでもあるJが、
来して、このような生涯計画を可能にするような条件は
ととのっているのであろうか。老骨骨j切における f雇用不
安Jという形て¥これに水をきしているのは、 55歳定年
制である.
図-2 (;t.、昭和48年の春闘のさいに鉄鋼労連が要求し
た「生涯労働条件Jとしての退職金の算定の恨拠である。
「生涯労働条件Jというのは、わがiJ!1の「終身雇用」帝1
を前提として、生涯の就労の対価として生涯の賃金をう
けとるという々え方にたつものであって、このような生
涯の労働の対価と しての貨金l立、在職中の生活のみなら
ず、安定した老後の生活をも含めた生涯にわたる生活の
保障でなければならないというの
祉且 500--54 55-59 60-64 65-69 70 である。55歳定年を基準として考
えれば、それから後の老後に必要
な生活資の一部は、失業給付と厚
生年金とによってまかなわれるが、
これらの公的給付が低水準である
ための不足分、すなわち図-2の
斜線部分をも含めた水準が、企業ー
湧t! '句、 '1. I !・e』 ‘2 4(¥ 47 5H 弓1 53 
且とおし
'11，rjてv、る 31! .. ミ 45 
" Tf.で.'~い 50 37 42 
"均'.，，-，、. 12 15 '" 
直t 圃ける合らは抗、、頃F炉心的fj~"守司づける 43 45 
ヨ箆 弘子年齢で区叫リをつけ・ ~I'，;.' fl棒、ザヲ医し〈 四 22 
@ :1(1省f九'f齢七、;t、て U瞬〈がムとは引品し-~怜ゆ を
2・ 23 
且
その他わから牛+い 10 9 
，011 柑珂府 1 主人間岨に闇 4 る伊抽調金J(昭和柑~ ) 
酷珂4府 ・ 'I!.情的 '1，(，λと曹揖 に間一， る潤食J(剛柑柿句 )1三 kゐ
とおしと就業窓設について凋べたものであるが、 55歳前
後の附層では老後の生活に不安をもつものが相半ばして
おり、不安のないものの割合は年紛階層が高くなってゆ
くと ともにお実に増加lしている。こhは、 「国民生活白
書J(昭和50年版)も指摘し ているようにチ供との同Il~. J
併が約80%とかなり目玉》ヂで、現状ではこのことに吸収き
{削
れているためであろう。 しかし、これから老後を迎えよ
うとしている現在50歳イ勺の人々の「不安感」は泊実に尚
くなっている。ちょうど、これに対応するかのように、
老後の生活にたいする比とおしのほう も、 「生活できる」
41 
59 
37 
51 
12 
44 
1. 
28 
12 
36 12 。4 “" 21 2r，
57 67 
12 • 
43 3. 
13 12 
28 31 
:6 21 
平均余命{2017央部
28.14農民
からの退職金によって保障されね
!09向
民
75 
70 78 
よf町扶益4年
図-2 鉄鋼労連の退職後の生計1t.J:Jr(48年.(J.闘用)
(.斜】村上清 ・山崎..郎「とれから町通.金・年金制度J目本生直笹本調l. p 1 5 
( 15) 
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ばならないとするものである。
もちろん、具体的な金額の算定にさいしては、退職時
における一時金受取りという事情を考慮した割引計算と、
長期にわたる退職後の生活保障という観点からの物価上
昇による減価分の補墳とがおこなわれねばならず、争点
がここに移ってゆくが、鉄鋼労連のようにかなり乱暴に
「物価の上昇と金利とを相殺Jしてゆこうとするのが一
般的なようである。
それはともあれ、老後の生活の保障の問題をこのよう
にシェーマ化して考えてみると、 55歳定年制というもの
の性格はかなりはっきりする。
もし、国の社会保障制度が、企業も、他人の老後の生
活に必要な費用の準備をしないとするならば、倒人はす
べて自らの責任で、これを準備しなければならない。第
6表は、 40代、 50代、 60代の貯蓄保有額と目標額とをみ
たものである。昭和45年と昭和50年とでは、貯蓄の性格
にいくらかのちがし、が出ているので、昭和50年について
みると、貯蓄保有額は50歳代には最高に達するが、 1世
帯当り 342万円にすぎず、目標額の4分の lに達しない。
しかも、この数値は、平均値であるので、最頻値もしく
は中位数よりはかなり高目であり、最近は発表されなく
なったが、昭和45年の中位数をみると、95万円(保有額の
平均値142万円にたいし)となっている。したがって、貯蓄
額分布の非対称性からするならば、平均値を代表値もし
くは典型値とする論義はいくらか割引く必要がある。ご
く最近、昭和51年の調査の結果が発表されているが、こ
れによるとこの倍率は急激に下ってきている。しかし、
いずれも 3倍を切ると ころまでに至っていない。
表-6 貯蓄保有額と目標額 (単位万円)
保有事責 目標額 1畜芽ミ
昭和昭 45 年 130 534 4.1 
40歳代 昭和 50 年 288 1.364 4.7 
昭和 51 年 326 1.229 3.8 
昭和 45 年 142 546 3.8 
50歳代 昭和 50 年 342 1.516 4.4 
昭和 51 年 375 1.284 3.4 
昭和 45 年 156 487 3.1 
60歳代 昭和 50 年 305 1，128 3.7 
昭和 51 年 378 1.201 3.2 
(資料)貯帯増強中央委只会「貯蓄に関する世論調査」
(n召手tl45年および昭和50年、 51年)より作成
結局のところ、老後の生活の保障の問題は、そのすべ
てを個人の生活設計に負わせることはできないのであっ
て、公的な社会保障給付や企業の援助が、これにかかわ
ってこざるをえないのである。
一方、公的な社会保障給付は、昭和48年秋のいわゆる
r 5万円年金」と称する厚生年金の改正によって、 ー距
に社会保障の国際水準三に到達したといわれている。つま
(16) 
り、これが策定された当時の労働者の平均月収は*~ 8万
円で、 5万阿はその60%にあたり、ボーナス分を除くと
実質40-45%(1 LOの最低基準も40-45%)にあたる
といわれているのである。さらに、報酬記録の賃金スラ
イド読みかえや既裁定年金の物価スライドという、いわ
ゆる「物価スライド制」の導入によって、かつての r5
万円年金」はいまや r8万円年金Jを超えている。
しかし、うえにみてきたような年金水準の上昇は、た
しかに老後の生活の最低水準を保障することとはなった
が、これは完全年金受給者の場合であって、通算年金や
経過年金受給者の場合には、この水準に達しないことは
いうまでもない。そのうえ、制度の分立にともなう極端
(1曲
な格差が、遺族年金などについてまわる。そ してこのよ
うな制度聞のアンバランスや接合の悪さは、ますます拡
大する傾向にあるが、 55歳定年制とのかかわりで、とく
に問題となるのは、厚生年金の支給開始が男子60歳で、
しかも原則として退職を条件としていることである。
すなわち、厚生年金に加入している一般男子は、加入
期間が20年間あれば60歳から老齢年金を支給されるが、
これには「加入者でなくなる」と いう条件がついており、
60歳をすぎても働いておれば、勤め先が厚生年金の適用
事業所であれば、在職老齢年金をうけとることができる
が、それにはつぎのよ うな所得制限がある。
表-7 在職老齢年金の支給制限(厚生年金)
60-64歳 月 ~)( 65歳以上
80 %支給 7.0万円未満
半額支給 9.5万円未満
20 %支給 11.4万円未満
全額停止 11.4万円以上 80 %支給
「加入者で切なくなるjというのは、厚生年金や通算老
齢年金の加入者でな くなるという意味で、 たとえば55歳
から老齢年金を支給される共済年金の受給者が、退職後、
厚生年金に加入している事業所に再就職したとしても、
共済年金を減額されることはない。つまり、 55歳定年ま
で、民間の企業に勤務しつづけていても60歳までは老齢
年金の支給をうける資格は生じないし、幸い蒋廃用制度
や勤務延長制度などの定年延長によって、 60歳以上働き
つづけることができたとしても、 「厚生年金から退職す
ることJは容易ではないのである。厚生年金から退職す
るには、共済組合加入の事業所に勤務するか、厚生年金
の対象とならない 5人以下の事業所で働くか、あるいは
(1) 
また臨時履いになるほかはないのである。
さらに、 55歳定年後の「在職」中の賃金ダウンに{半っ
て「標準報酬月額Jが下ることになり 、働きつづけても
多回 生涯計画からみた定年制の問題 -187ー
それほど年金額がふえないという問題が加わり、いずれ
かといえば、繰りあげ支給制度のある国民年金などては、
受給額は少々低くなっても、 f早くから受給するのも有
iI' 4司!な条件Jといった状況もあるのである。
ちなみに、外岡の年金e受給開始年齢l立、わが国の場合
よりむやや向日であることがわかるが、これらはいずれ
も、線利牛活から引退する時期と見あっている。とくに
フランスの場合には、
普通いわれている彼保
険おj制l[lj37.5-4'をみた
した完全年金は、 65織
から*-保険有期間中H
金が設問水市にあった
10年間の平均N;;本.u金
の50%であるが、 60歳
から繰あけ支給をうけ
褒-8各国の年金受給開始年齢
9) 立
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イタリベ・
ソ i主
イタリ々・ イギリス
60最 、， i垂 同ドイ y
フランス フランス
アメリカ アノリ今
カナタ カナダ
65縫
すランタ フTランタ
イキリス スエーデ〉
西 ドイツ
スエーデン
67ok 
ノJ.ウェ / ，レウェ
デン"7-7 デンマーク
るとすれば、 25%に減額され、 60歳をこえて給付をうけ
るのを延期すれば、 l年につき 5%の割合でひきあげら
れ、繰り Fげた場合の最高限は70歳75%になるようにな
(lJ 
っている。スエーデンの場合にも同じような在職と年金
との選択の可能性が大門lに認められており、線得生活ーか
らの'Ililの時JQlの選択は年金制度と密接に媛合されてい
4.定年制の現状
(1) 定年制の普及状況
労働者tの生涯計画からみた老後問題が、老後問問研究
家たちのIl'Iでひろくとりあげられるようになってきた日召
利47、8年ごろから、定年制に関する調査資料もかなり多
〈出まわってきているが、やはりこの般の問題に関する
もっとも包活的で時系列的な連続性をもっ資料l立、労働
(IU 
'{i統計調査部の「廠用管理の実態」調査であろう。この
凋売は、常用労働者30人以上(本社)を雇用する約 6.600
の国内企業および約 400の外資系企業をサンプリングし、
厄用管理の内容を採用管理、雇用中の管理、退鞍管理に
3大君1し、 f3年 l巡方式jによって、調盆している.
定年制に関する調査は、昭和42、46、49年 1月1日現在
または過去3ヶ年聞についてまとめられており、ごく最・
近、定年制に関する昭和51年 1月1日現在の調査結果が
新聞紙上で発表されたところであるが、資料がまだ入手
できないので、前回調査分を中心として、鋭務してゆく
ことにしよう。
~- 9';i，定年制と定年延長制度を概鋭したものであ
ることがわかる。そして、このよ 7な国々における老齢 る。
保障制度か、職業'ti吊からの引退 表-9 定年制の実態(昭和49年 1月i日現在)
にかなリうまく接合しているのは、
わが住lにおけるような55設定年制
という労働慣行か存寂しないから
である
もし、 55歳定年制というものを
ぬきにして々えるならば、図-2
に図示した退職金要求の級拠とな
っている斜線部分にたいする局面 (備与)全体を100%とした比率
'1、かなりちヵ、った級相を呈する (資料)労働省統計情報部制:f腐用管理の実態J昭50. P .7-19より作成
ことになる。この窓味でも、高額の退職金は55歳定年制 定年制を実施している企業は、 66目6%であるが、これ
と切りはなして々えることはできず、それはいわば55裁
定年制という労働慣行を円滑に機能させる潤滑油となっ
ているのである。
それでは、伽l 人の ~1去にたいして、このような55歳定
年制といういわば強制的な退職制度て・もつてのぞんでい
る、Ji'::t:ilの対応の実情は一体どうなっているのであろ
うか
( 17) 
は、昭和51年 l月1日現在の調査では74%となっており、
企業'の規股が大きくなるほど実地割合は高〈、 30人以上
100人未満とい うこの調査のも っと も規模の小さい階層
を除くと、いずれも90%以上になっており、定年制その
ものの千字及状況は、きわめて一般化していることがわか
る。
これらの定年制のある企業のうち、過去3ヶ年間J(46 
年から49年まで)に、定年年齢を新設した企業は、 4.2 
%あるが、その内容をみると、 300人以上の規模の企業
が 0.7%であるのにたいし、 300人未満の企業の場合に
は 4.7%であるから、定年制の新設は急速に小規棋企業
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のほうにも拡がってきていることがわかる。 延長するわけではなく、再雇用もしくは勤務延長のさい
また、過去3ヶ年間に定年制を改訂した企業も14%あ
り、これは、企業の規模が大きくなるにしたがって増加
しており、とくに 5，000人以上の規模の企業では38.1%
に達している。いま、この改定の内容を一律定年制の場
合についてみると 、やはり企業規模による差が目立って
おり、 100人未満の小規模企業て廿55歳から60歳へとー
距に定年年齢を改訂するものが圧倒的割合を占めている
のにたいし、 5，000人以上の大規模企業では55歳から56
-57歳という小き ざみな改定が圧倒的である。そして、
中間規模の企業では、規則的に両者の中間的形態をしめ
していることがわかる。 表一10の下段の55歳からの定年
年齢の平均延長年数は、実はこのような意味を含めて理
解しておく必要があるのである。
繁一10 一律定年延長の場合の定年年齢の改訂(%)
従業員数ω 30-99 -299 -999 -4999 5000-
55 →56， 57 1.2 12.1 35.1 49.0 86.9 
55-57→56-58 8.3 35.0 76.4 87.8 98.9 
55 →60 87.4 52.4 18.4 8.2 
平抗幼議延か長ら年の数 4.9 4.0 3.0 2.1 1.6 
に、 「会社が認めた者に限る」とするものが多い。その
結果、 「原則として希望者全員Jとするものの割合は、
再雇用の場合 9.3%、勤続延長の場合 4.5%、あわせて
13.8%にすぎないし、賃金 ・労働条件なども悪化するこ
とが多い。
(2) 定年年齢
一方、定年年齢そのものについてみると、 表-11にし
めしたように、 一律定年制の場合と職種別定年制の場合
とでは、かなり状況が異っている。また一律定年制の場
合にも、企業規模のちがいによってかな り状況が異って
いることカfわかる。
一律定年制の場合には、 55歳定年というのが平均52%
(昭和51年調変では47.3%にさがっている)であるが、
これは、企業規模が 1，000人以上になると急激に減少し、
5，000人以上の規模になると38%(同上39.2%)までさ
がる。そして、これらの55歳定年の割合の低下は、 1-
3年の定年延長となってあらわれている。しかし、これ
はせいぜい 1-3年の定年延長であって、 60歳定年の割
合は、企業規模の小さいものにはるかに及ばない。大ざ
っぱにいうと、 300人未満の小企模企業では、56-59歳
定年が少くて、 55歳定年および60歳定年が圧倒的比率を
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(単位%)
一律定年制(企業規模別) 職種別定年制
定年年齢
平均 30-99 -299 ~雪9 -4999 ω∞~ 管理職 事務職 技衛職 現調車l 現車繍H
一54 0.3 0.3 1.8 1.7 18.7 20.6 
55 52.0 52.3 49.5 49.5 42.7 38.0 2l.0 26.2 39.1 42.9 5l.5 
56 2.1 0.9 4.4 4.4 16.9 22.5 5.3 4.2 2.6 4.8 8.5 
57 5.0 2.4 12.9 12.9 10.3 24.0 2.2 2.5 2.7 1.7 1.3 
58 5.1 2.9 10.3 10.3 9.9 4.5 16.5 21.2 20.9 16.5 6.8 
59 0.1 0.2 0.1 0.1 0.3 0.5 0.3 0.6 0.4 
60 32.8 37.3 22.1 22.1 19.2 11.0 47.7 38.3 32.4 13.4 9.4 
61-64 0.4 0.5 0.5 0.1 0.3 
65 2.6 3.7 0.2 0.2 0.6 6.5 5.5 2.0 1.5 
65-
いる企業も、全体の54.1%ある。
再雇用制度というのは、定年到達者を一度退職させた
うえで、改めて雇用するという制度であって、一般に定
年後の雇用条件が異るのが普通であるが、勤務延長制度
というのは、定年到達者の退職時期を延長するという制
度である。しかし、これらはいずれも、定年そのものを
な変化を確めることができないので、推測にすぎないが、
小規模企業においては、 f55歳か60歳か」という いずれ
かの定年制が考えられており、大規模企業に くらべて60
歳定年制の割合が高いという傾向がある。これにたいし
て大規模企業では55歳定年制を柱と して、 1-3年とく
に 1-2年の定年延長が志向きれているとい う特徴をみ
(18) 
多田:生涯計画からみた定年制の問題 -189ー
てとることカfて。きる。
定年年齢を産種別や1積極別に、あるいはまたそのほか
の角度から詳細に分析してそれぞれの特徴をひき出すこ
とは興味あることである。しかし、ここでは職極別に定
年年齢の傾向を指摘するにとどめておこう。型軽ー1にみ
られるように、定年年齢lま職種別にかなりはっきりした
特徴をも っている ことがわかる。すなわち、事務 ・管E聖
職では55歳定年よりも60歳定年の割合が高〈、他の職位
にくらべて、かなり高年齢層に傾いている。これと反対
の傾向にあるのは、現業:職の場合であって、 55歳もしく
はそれ以下の定年年齢が圧倒的に高し、。現業職 IとL寸
型軽-12 定年を延長した企業における!t金 ・労働条件
(3) 定年延長と賃金 ・労働条件
単純な定年延長の場合には、原則として賃金や労働条
件などは以前と変りがないのが普通であるが、再雇用、
勤務延長、そのほかの制度による定年延長には、賃金や
労働条件などの変化をともなうのが普通である。
表ー12は、再雇用制度、勤務延長制度などによる定年
延長者の賃金・労働条件などをとりあげたものである。
これを通鋭すると、いずれも賃金や労働条件などの悪化
がみられるが、勤務延長制度のほうが再腐周制度の場合
よりも、比較的おちこみが少いこともわかる。ちなみに、
(11¥i'L%) 
再雇用制度を保用しているのは傾向的に大規
再廠用制度 勤務抵長制度 そ町f也の定年極長 模企業の方に多 〈、これとは反対に勤務延長
制度を採用しているのは傾向的に小規模企業
(1却
(44.8) 84.8 (22.3) 15.2 
延長段高期間を定的ているもの 39.0 33.3 
内訊{:年来恥延長 62.1 42.2 
5年未満の延長 84.6 70.6 
役職・資格が変わる 55.6 24.1 J7.8 
の方に多いということも、注意しておくべき
ことであろう。
仕事内内容が変わる J5.3 6.5 7.1 
賃金がきがる 54.0 20.7 11.7 
短期昇給が悪くなる 55.3 35.5 28.2 
ベ ーアが悪〈なる 54.2 34.1 22.5 
賞与がきがる 56.0 35.3 21.7 
追im-- 1.0 5.2 6.0 職同一条件で通算 15.7 41.0 56.8 
時金 通算・条件悪化 8.6 10.6 13.5 
過賞しない 59.5 23.2 J7.9 
(備考)比率計算の基礎となっている企業数がそれぞれ興っており，
かっ I未定Jのものを含めていないことに注意/
以上みてきたことを、ここで再び総括して
おくとすれば、定年年齢は55歳と60歳を中心
として分布し、重心は55歳にありながらも、
大規模企業は55歳から1-2年の小きざみな
定年延長や再履用を、小規政企業L155歳から
60歳へのかな 1)大幅な定年延長や勤務延長を
志向するかのごとくである。これは、若年労
働力や壮年労働力の到達の難易度に若干の手(資料)褒一 ・に同 じ. P .18-20より作成
のは、生産部門で働いている労働者であり、現業職Iと
いうのは、販売、運輸、通信、サービス等従事者である
が、両者の定年年齢の室長は、現業職Iすなわち生産作業
者のほうが、やや高年齢層に傾いている点である。技術
職すなわち専門的技術的業務従事者は、事務 ・管理職と
現業職の中間的な位置を占めている。
この職種別定年制をしいている企業はごくわずかであ
るが、企業側が採用しうる定年延長の難易度をしめすー
っの資料として、われわれに示唆しているところのもの
を理解しておく必要があろう。
表ー13 定年年齢改定の動機と随害要因
なおしを加えて表現された高年労働力雇用のー形態と観
念することができるように恩われるが、いずれにしても 、
強制的な退職制度である日本的「定年制Jそのものの普
及は、ますます確固たるものになってゆくようである。
(4) 定年年齢延長の動機とその阻害要因
定年年齢延長の動機や|迫害要因を客観的に把握するこ
とは容易ではない。褒ー13にしめした調査結果は、客観
的と L、う意味では、かなり錯綜した婆因の綾合体から抽
出された共通因子の群にすぎない。もちろん、これらの
要因ごとの比率は、多重回答(マルチプル、アンサ-M.
A.%)によっているから、これら
(M.A.%) 
定年年齢延長のml;!}袈因
の共通因子による構成体にモデル
化すれば、定年年齢延長の動機な
り、その阻害要因なりを、かなリ
的確に観念する ことができるので
あるが、いまのところは、これら
の共通要因から事態の理解をはか
46.6 労働の質が低下するため 33.2 
37.7 高齢者のi直職がないため 32.0 
31.8 人事が停滞するため 17.4 
労働者数が不足するため 27.6 年功賃金体系のため 16.8 
企業の社会的責任を果すため 23.8 退職金が増大するため 11. 1 
高齢者向作業条件が盤備されたため 16.7 その他 24.2 
他社とのバランスを考慮したため 13.3 
その他 1.3 
定年年齢を改定した企業 14.1 I定年年齢を改訂しなかった企業 81.8
(資料)表-8と同 じ， P .1-15より作成
(19) 
るほかはない。
昭和46年から48年までに定年年
併を改定した企業の定年年齢改定
-190- 社会福祉学
袋一14 企業規模別にみた定年年齢延長阻害要因
従業只数(人) 平均 30-99 -229 
定年年齢を改定しなかった企業 36750 21830 10268 
年功賃金体系のため 16.8 15.2 15.7 
退戦金が明大するため 11.1 8.5 11.8 
人療が停滞するため 17.4 12.7 20.4 
労働の質が低下するため 33.2 33.4 34.2 
高年齢労働者の適職がないため 32.0 33.1 31.7 
その他 24.2 25.6 21.2 
(資料)褒-8に同じ， P .15 
の動機を企業規模別にみてめくと、労働組合からの主要求
というのが、も っとも向車を占めていることがわかる。
褒ー13て¥これが37.7%となっているのは、30人以上100
人未満の小規模企業の13.9%というのが、それ以上の鋭
伎の企業の46.5%-68.8%(100-299人46.5%、 300-
999人58.9%、1，∞0-4，999人79.9%、5，∞0人以上68.8
%)とが平均されているためである。これに次いで、全
企業規燥を通して高年鈴労働力の活用が高率を占めてい
る。労働力の不足は、 1，000人以下の中小規模の企業が
比較的高率を占めているが、作業条件の整備はこれとの
関連がかなり深いものとみられる。いすれにしても、定
年年齢の延長を論ずる基礎資料としては、もっときめの
細かい論理的な諮序を可能にするようなデータが要問さ
れるとともに、すでにふれているように労働組合の圧カ
がてこになっていることも、指摘しておきたし、。
これにたいして、定年年齢の延長を阻害する要因のほ
うは、かなり率直に問題点のすべてを謂っている。しか
しながら、ここでも企業規段目Ijにみてゆくとかなりの事
↑"/1のちがいをみてとることができる。
一番最初に目につくのは、 5，000人以上の規模の企業
の人事の停滞63.0%であるが、阻害要因全体を通じて、
大規模企業と小規模企業とが、平均値を中にして反対側
にバランスをとっている点もきわめて特徴的である。こ
れによって、大規様企業では全般に定年年齢延長にたい
して拒否的であり、とくに人併の停滞がきわだっている。
すなわち、大規模企業においては、定年制を軸として、
人1;:管理や賃金 ・退職金管理が確立しておリ、これをは
りくずすことの容易でないことを物語っている。
これにたいして、小規様企業のほうでは、定年年骨告の
延長を阻害する聖書図の作用は比較的小きく 、高紛労働./3
の労働の質の低下や適職の不在が、高率を占めているの
である。そして中間規模の企業では、大規模企業と小規
模企業の中間形態を占めていることがわかる。
-999 
3488 
23.4 
20.5 
30.7 
27.1 
29.0 
23.9 
(20) 
-4999 
991 
35.6 
21.8 
34.5 
40.8 
23.9 
23.8 
(M.A.%) 
5000-
173 
33.5 
38.7 
63目。
30.6 
27.8 
28目3
このように、なぜ大胤校企業ほ
ど定年延長をはばんでいるのかと
いう企業側の建白を、 「労使関係
白書 '48Jは、つぎのようにのべ
1& 
ている。
1.定年延長を年功賃金体系の
もとで行なうことは、:tt金コ
ストのf'tliが過大になるおそ
れがあるためといえよう。 こ
とに高齢になるほど、能力が
低下するとすれば、勤続年数
が長いことを理11に賃金が上
昇することは、企業としては質成できないのももっ
ともである。
2.退職金の計算基礎給が賃金のア yプと直結し、し
かも、勤続年数が長くなればなるほど退職金支給率
がよくなるとすれば、企業の退職金!H旦がA.くなる
ことも原因である。
3.年功終身庖用のもとで限られた役臓ポストへの従
業貝を配置するルーティング相55歳定年制を基準と
してしかれているため、 60歳定年制など大巾に定年
年齢をめばすと、人事の停滞となり従業只の士気が
低下するおそれがあることも考えられる。
4.企業ー内や公的な形での高齢者凡UI胤E機関が充実し
ていないため、高齢にともなう能力低下をおぎなう
ことが凶維な点があげられる。
5.企業そのものが、高齢者の働きやすい職場づくり
に比較的無関心であり、若年層や中年・1慢のための職
場が非常・に多いことがあげられる。
ところで、このような企業側の諸事情についても、も
う少し突っこんだ議論をしようとするならば、 「まず正
確にその実態を認ぷJしておくことが必要であろう。た
とえば、企業が第 lの理由とする賃金コス トの負担につ
いてみても、昭和50年版「労働白書」の分析によれば、
35歳佼までの賃金の大伺な上昇にもかかわらず、それ以
上の年齢!討になると上昇率が鈍化しているため、 「労働
力機成の高骨骨化に伴う企業の人件費.ftfAは、 35i筑前後ま
でのところで、労働者の年齢構成が変化するときには、
年齢の上昇に伴って人件費負t!l.が大きく変化するが、 35
歳以上層なら、いずれの層が増えても人件費負犯の嶋え
町田
方はそれほど大き〈ないJし、 50歳以上になるとかえっ
て大巾に減少する。ただ、平均賃金水泳以下の:6年層で
労働者がふえる場合と、平均賃金以上の尚齢層で増える
場合とを比較すれば、もちろん、後おの場合のほうが、
人件費負担li大きくなる。しかし、今後企業が直面する
多回 生涯計画からみた定年制の問題 -191ー
問題は、 「あれか、これか」 という選択の問題ではなく、
いかに高齢労働力をかかえていくかという問題になって
くるはずてゆある。
(l~ 
そこで、労働省の試算による定年延長に伴う賃金原資
の治加率をみると、定年が現行のままである場合のH併H
45年にたいする50年の賃金原資の増加率が 4.5%であっ
たのにたいし、定年を60歳まで延長した場合のそれは、
6.2% (ケース 1)から7.3% (ケースII)にとどまる。
この試算は定年延長によって55-59歳階層がふえた分だ
け15-29歳階層が減少したと仮定し、ケースIでは、 55
-59歳階層の15-19歳階肘にたいする賃金格差を50-54
歳階層と同ーであると仮定し、ケース Iではこれがその
86.1%にさがったものと仮定している。
このような試算結果によれば、 1.7-2.8%の賃金原資
増によって、 2.1%であった55-59歳階層の男チ労働者
を 5.9%まで、現状の約 3f音に増加することができるこ
とがわかる。中小企業部門においてもほぼこれと同じ状
況にあり、 「かつてのように若年労働者を噌加させるこ
とによって人件費負担の軽減を期待することはもはや不
可能であるjとともに「現在の年齢別賃金格差をそのま
ま維持したとしても、向齢化に伴う人件費負担の増加が
目白砂
大きくなる段階は、 l筑に峠をこえている」と判断されて
いるのである。
定年延長にともなうJt金コストの負担の実状1;1:、高度
経済成長後の若年労働力の相対的減少と賃金格差の縮少
とによって、大幅に軽減されてきており、向齢労働力の
活用の}j策が繋備されるならば、コスト負担を補ってあ
まりある事態も容易に恕像することができる。このように
コスト負t日に関するかぎり、定年・延長という事態は先ど
りされており、むしろそのほかの要因が作用して、小き
ざみ延長という形態をとらしめているのであろう。
(5) 定年到達者の実状
少しばかり資料は古くなるが、表-15は定年到達者の
家族と就業:の理由とを調貸したものである。
これによると、定年到達者の4分の 3はなお雇用労働
者であり、 3分の l以上のものが在学者をかかえている
ことがわかる。夜学者をかかえているという点では自営
業等就業者も同じような状況にあり、無業者の場合には
夜学者をかかえているものの割合がかなり下っている。
統業を必要とする理由においても、雇用労働者の場合
には、{動かないと困るというのが82.1%、家計収入をふ
やしたいというのが10.7%で合計92.3%となり、生活費
の圧力が定年後も働きつづける理由となっていることが
わかる。自営業等就業者、無業者となるにしたがって、
これらの割合は減少し、そのかわり働くことが生きがい
というものの割合がふえてくるものの生活費の圧力とい
う大勢には変わりはない。
つまり、生活を確保するためには定年後といえども働
きつづけないわけにはいかないのであって、その重要な
一つの理由として在学者、とくに標準学歴の向上にとも
なう高 ・大学生をかかえていることがあげられ、自営業
等就業者や無業者のなかに、わずかに働くことが生きが
いという選択の余地がのこされていることを見出すこと
表-16年齢階層別にみた有効求人倍率(各年10月)
( -'j!.{立f音)
35 ‘.0 45 46 47 48 49 
平均 0.7 0.6 1.6 1.2 1.6 2.3 1.1 
-19 0.7 1.6 5.1 3.7 4.8 7.4 4.2 
-24 0.7 0.6 1.3 0.9 1.2 1.7 1.0 
-29 0.7 0.6 1.8 1.5 1.9 2.4 1.2 
ー34 0.8 0.6 2.1 1.8 2.4 3.3 1.6 
-39 0.6 。.6 1.9 1.5 2.1 3.0 1.4 
-44 1.5 1.2 1.7 2.6 1.2 
-49 ].1 0.8 1.3 2.1 0.9 
-54 0.6 0.6 1.0 1.6 0.7 
-59 0.2 0.4 0.8 0.4 
-64 0.2 0.2 0.5 0.2 
65- 0.1 0.1 0.2 0.1 
打開考)新規学卒および臼腐いを除〈常用労働者(含Jぜート}
昭和44年以前と以後とで年齢区分に若干のきカrいがある
有効求人倍中=有効求人敏÷荷効求人者政
(資料)'}j'働省職業安定時:r年齢別求職 求人 ・就職状況調査J
表ー15 定年到達者の家旅と就業 ができるだけであるD
(lr位%)
これは、定年という強制l的な退職ののち、
MmcYi 白営業主F就業者
就業状況 74.8% 12.1% 
平 均 家 放 数 3.93人 4.07ノ、
平均扶養家放数 1.87人 1.95人
在学者のある 呂一 36.9% 37.4% 
(小中学生 6.2% 7.3% 
日3・大ヤ'色 33.2% 33.6% il働金…附 R2.1% 70.9% 家J十収入をふやしたい 10.7% 14.3% 
小づかいをf持たし、 1.0% 1.3% 
f動くことが生きカ九、 5.6予6 11.2% 
その他 0.5% 2.3% 
(資料)労働省 :r定年到達者調禿」昭和45年
( 21) 
魚川ru:~骨
13.1% 
3.95人
1.64人
27.9% 
7.5% 
24.6% 
57.3% 
19.5% 
6.0% 
13.19岳
4.1% 
働〈生きがいを求めて新しい再就職の機会を
求めても、現実には若年層や壮年層のように
履刷機会に恵まれていないことによる。労働
省の年紛日1]求人就職状況調資によれば、 55歳
以上の年齢層の有効求人倍率は決して 1僚を
こえたことはなく、好景気であった昭和司148年
10月の 0.8倍を除くと、つねに 0.5倍以下で
あり 、むしろその半分というのが常態であっ
た。これにたいして、49歳以下の年齢層で有
効求人倍率がl倍をおlるのは、きわめて例外
-192- 社会福祉学
的な時期にすぎず、御lったとしても0.8-0.91吉どまリで
ある。
このようにいわゆる完全庖周政策は、高齢層まで均等
にゆきわたっていない。三木首相への私的提言である
「ライフ ・サイクル計薗Jでも、 55歳定年を60歳まで延
長したのちも、 「努命の長さから考えて、なお働きたい
老人Jのための高齢1"11きの就業機会をつくりだすために、
現行の務愉者無料職業紹介所を吸収した「老人福祉就労
自1)
センターJを提案している。
たしかに、高齢者の適性を生かした地域社会における
社会的活動(たとえば、生涯教育の教師や自治会、町会
の世話役などをはじめとして、もっと些細な仕事たとえ
ば町内のm婦や子供の世話など)は、 i60歳以降の初老
期」における老後生活の基盤整備の課題と して、具体的
に検討を深めてゆく必要がある。しかし、定年制という
強制約退総制度と、相対的にきわめて低い再雇用機会と
に直面する「向老期」の「勤労条件の安定化Jは、訟がj
提言にも指摘されているよ うに、 「少く とも現行のよう
な55畿で雌械、再就職という急激な変化を経験しないで
仰
すむような体制lを組むJことを軸として、関連諸政策を
展開するのが日本的なあり方のようである。
老後の生活費の圧力は、インフレの深刻化と「所得の
中高年層から若年層への移転」によって、現在もそのカ
を弱めるどころか、ここ当面の間はますますそのカを強
ω 
めてゆくきざしすらある。正事回至孝氏の指摘によれば、
労働省の「賃金精進基本統計調査Jによる全産業10人以
上規模 (全学鹿)のパートを除〈 男子労働者の年齢階層
別にみた最高賃金と最低賃金との格差は、昭和35年の3
12倍から、昭和49年の1.92倍へと、大幅に縮少してきて
おり、現在の 「中高年層は年Jj)賃金に対する期待権Jを
奪われつつあることがわかる。さらに「毎月勤労統計調
査」から、 30人以上の規模のサービス業を除く全産業労
働者の昭和35年にたいする昭和49年の「定期給与」の増
加倍率は5.581-音であるのにたいし、 「特別給与」の鳩加
倍率は8.871告であるという状況が、これに拍車をかけて
表ー17 年骨骨階層別にみた生活余裕度
t止 日目辛口42勾三
対応年骨骨 所定内給与 標準生計費 生活余裕度 所定内給与
人員 A B A/B C 
l 18-19 22700 15560 1.458 68000 
2 25-29 39300 29960 1.311 102800 
3 30-34 46900 38620 1. 214 125500 
4 35-39 52000 45380 1.146 140300 
5 40-判 57200 49660 1.152 146300 
いる。
また、人事院の年齢階層gr]の「標準生計費J(東京総)
と、これに対応するとみられるさきの労働省の iU金締
進基本統計調査」の所定内給与との比率をf生活余裕度J
という形であらわすとすれば、この「生活余裕度Jは、
18-19歳という最若年独身層では1.54倍であるのにたい
し、 40-44歳という 5人世帯の中年層では1.101-告という
ぐあいに、年前骨層が23年化するとともに締少してゆくこ
とがわかる。しかも、これは昭和49年の値をもとに針t):
したものであるが、日召初42年のf直と比較すれば、若年!留
にたいしては余裕のある方向へ、中年層にたいしては余
裕のない方IrJIへの経年的変化をしめしていることがわか
る。
明治・大正 ・昭和戦前・昭和戦後と各世代ごとの典型
をとり実質所得の比較を試みた「国民生活白轡J(昭和
t4 
50年版の分析例をひきながら、藤田至孝氏は、 「実質価
他比較において、戦後世代の大卒初任給i主、昭和戦前世
代の32歳時、大正世代の42歳時の賃金に等しい」として、
このように相対的低位にあった大正 ・昭和戦前世代にみ
られる現在の中高年層のライフ・サイクル昔1・闘の悶縦性
闘
を、つぎのように指摘している。
「要するに、ライフサイクル計画は所得に大きく依存
するから、中高年「層ほど全生涯を通じて相対的に低賃
金であったし、そしてすでに老齢期にさしかかって地
備する時間的余裕もないから、年をとった労働者ほど
ライフサイクル計画を立てることも、実現することも、
相対的に困維とされているのが実態である。おそらく
現在の若年層が老人に達する頃には社会保障も充実し
ていようし、勤労時の所得の余絡の欝積がかなりでき
ていょうから、老後の生活不安は現在の中高年層に比
べればほとんど解決されているだろう。 問題l主税花の
中高年l婦のライフサイクル計画、とくに乏後の生活設
計である。」
このように、現在の中高年層の老後計画をとくに大き
く狂わせているものは、戦争によるストックの喪失と無
一文からの出発ののち、平均存命
日目手1149~
標却生計費 生活余裕度
D C/D 
44200 1.538 
78600 1.308 
104470 1.201 
122030 1.150 
133200 1.098 
{備巧)世帯人民と対応年齢は厳常に一致しない.また照雄L生活伐との対比をおこな
うには.所定内給与より非消費支出を除いた可処分収入をとる )jがよい.
の伸びと若年労働力を軌とした急
速な高度経済成長政策が、年功賃
金体系といういわば「先苦後楽J
ともいうべき賃金と生計費との関
係を、 「先苦後苦j型に転換させ
ているからであり、これが、個人
の生活設計という、自助のための
努力の及ぶ範関を大幅にせばめて
いるのである。もし、「生涯計画」(資料)泌問主医学:r悩tとライ 7サイクル計I!iJ日本労働協会地良.Nn207.in3表による.
(22) 
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において、自助の可能性が強調されるとするならば、少
くともこのような状況のなかでそれを可能とするような
基礎的な条件づくりが、同の政策のなかにも、企業の体
制lのなかにも整備されるこ とが重要かつ緊急、事なのであ
る。
5 .定年制をめぐる国の政策のあり方
高度経済成長の労働環境の急激な変化にもかかわらず、
労働時間や休日、余暇活動、老後生活、資産形成などの
労働者福祉のたちおくれを意識した労働省は、 「労働者
生活ビジョン懇談会J (大来佐武郎会長)や 「賃金研究
会J(中山伊知郎会長)に委嘱して、 このような労働者
福祉政策の指針を求めた。定年制についても[定年延長
の考え方とその推進についてJ(昭和47年12月)という
報告寄与提出されている。
この報告書は、 (1)高年齢労働者の福祉の向上ならびに
(2)高年齢労働者の能力の有効発俸という 2つの面から定
年延長の必要性が増大してきていることを指摘し、 「定
年延長に際し、従来の年功的な賃金・庭用制度のうち、
高年齢労働者の能力の有効な発娠を妨げ、if，~年労働者が
移動を希望した場合にも、これを阻害しているような要
官司
素ーはこれを改める」ことの必要性を力説している。そし
て、戦業生活から引退するまでは高い労働能力が常に維
持されるような年齢に応じた能力開発と、職業生活から
引退後の安心して余生が送れるような生活保障の充実、
それに完全な年金や医療などの社会保障資格を得たのち
の職業生活と引退生活への移行の円滑さを条件として
「当面60歳を目途とする定年延長」の進め万を、つ吉の
ように提案している。
(1)賃金 -退職金制度との調書在
(2)人事管理の改善と能力再開発の推進
イ、人事管理の改善
口、能力再開発の推進
ハ、高年愉者の就業が困難な分野について
(3)段瑠的な定年延長の進め方
(4)産業等における延長態勢のきま備
しかしながら、 「定年延長の問題J，立、本来労使閣の
問題であって、国として講ずべき措置等は、つぎのよう
な範囲に限定されるべきであるとしている。
(1)定年延長に対する固め指導援助
(2)高年紛層の雇用の促進
イ、教育訓練体制!の整備
口、定年退職予定者の再就職援助体制の確立
ハ、適職の研究・開発等雇用機会の拡大
(23) 
ニ、職業紹介体制の整備
(3)公的年金の充実等
イ、公的年金の充実
口、住宅 ・教育対策の充実等
うえにみてきたように、定年延長にたいする国の施策
のあり方は、指導援助ならびに外的環境整備という恰好
のかくれみのの中に逃げこんだ形で、定年制をめぐる賃
金制度や労務管浬といういわば本質問題は「労使聞の問
題」として政策のかかわりの少いところまで回避されて
しまっている。そしてこれは、いま lつの諮問機関であ
る「賃金研究会jへ委任されているが、いましばらく
「賃金研究会」の答申をみておくことにしよう。
(l)1;t金について
高年齢になるまで機械的に勤絞年数に応、じて賃金を
上昇させるこれまでの制度が、高年齢者の能力の有
効発揮を妨げ、定年の延長を阻害していることから
考えて、労働能力や仕長 (仕事の種類、技能の程度、
必要とされる知識 ・経験、仕事にともなう責任度等)
に対応した賃金制度へと休系的に改普ー してゆくのが
基本的な方向である。しかし、当面は、段階的に定
年延長と賃金制度の調整をはかりながら、定年延長
を行うことが必要であり 、たとえば f55歳定年当時
の賃金をそのままで定年を延長し、その後は定期易
給を行なわないで、爾後、うえにのべたような賃金
制度を漸進的に実現するという方法Jも考えられる。
(2)退職金について
退職金は通常定年年齢にいたるまで勤務年数に応じ
て累進的であるが、そのことが定年延長を妨げ、労
働者の自由な移動を阻害しているのであって、高年
齢における累進制lについては、 「少くとも、現在の
定年年齢である55歳を過ぎてまで累進的である必要」
はなく、自己都合退職者の場合も定年退職者の場合
と同じ優遇措置扱いとする必要がある。しかしより
基本的には、退職金の機能(退職後の生活、な らび
に住宅取得、子弟の教育・結婚費用など)の分化を
はかり 、退戦後の生活という予備的なものの場合に
は公的年金と企業年金の拡充によって、また住宅取
得や子弟の教育という取引的なものの場合にも、国
の住宅対策、教育制度の積極的な充実によって、カ
ノ〈ーされることが必要である。
当面の具体策としては、
イ、定年年齢時の賃金を算定基礎額とし、これに延長
後の勤続年数を単純加算または加算した支給率を
乗ずるか、
口、延長前の定年年齢における退職金に利子を加えた
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ものと、延長後の定年時の賃金に延長後の助続年
数を加算した支給率を呆じて計算したものとを比
べて多いほう
という 、2つの万式のいずれかが採用されているこ
とが多いとして、これをすすめている。
(3)定年延長の促進に関する符問題
イ、人事の停滞とそれにともなうモラールの低下を:t.
じないような企業内における合理的な労働力配位
に関する問題
口、中高年齢労働者にたいする幅広い職業訓練や戦業
講習の推進ならびに応用機会の確保の問題
ペ公的老齢年金の飛f量的充実とその実質保障の問題
二、公営住宅の大量供給と住宅取得にたいする助成の
問題
ホ、その他(地価対策、物価の安定対策・退職金にた
いする税負担の軽減策など)の問題
うえにみてきたように、 「労働者生活ビジョン悠談会J
や「賃金研究会Jの答申は、定年制などに関する基本的
な方策にたいする考え方の呈示にとどまっており、ただ
わずかに側面的な援助や年金制度などの条件盤備が提案
されているだけで、基本的建念の具体化はほとんどう制度
聞の手に委ねられてしまっている。すでに分析してきて
いるように、定年制の基盤がはりくずされ、たちまちの
うちに、受姥の世代が笠場するとみられる今日、ただい
たずらに手をこまねいていて、いわば自然のなりゆきに
まかせていてよいものであろうか。
これにたいして、三木首相への私的提言である「生涯
設計計画」では、
1.高年齢者就業の場を縫供する事業主にたいする一
定の義務づけと就業の安定をはかる福祉措置の奨励
についての大綱を定める「高年船労働者悩祉法jと
もいうべき基本法の制定
2、事業主が一定割合の中肉年鈴者に就業の場を提供
することを義務づけている「雇用率Jの具体的運用
3.高齢者雇用のための労働環境盤備や教育訓練など
の強化とそのための特別低利融資制度の設立
4.高齢者の職業能力の開発をはかる訓練抱設ならび
に健康保持のための純設にたいする助成
5.高官告転聡者のために職業相談、験業紹介をおこな
うデータパンクの設立
6 . 高齢者の賃金低下を宇~ì う所得保障
B唱
というぐあいに、かなりきめの細い積極的提案がおこ
なわれている。
このような考え方が成熱するのと相前後して、実際に
は昭和49年の雇用保険法の成立ととムに、失業給付の中
( 24) 
高年働者層にたいする優遇的改訂や定年延長促進ならび
に高齢者応用促進助成金制度、そして高齢者退職tij職業
訓練制度などが~I'f.入されてきている。
しかしなヵ、ら、このような計画策定と具体策との聞に
は、きわめて大きなへだたりがあるように恩われる。そ
れは、定年延長問題が、 「労使閉め問j組」とされながら
も、その実現にあたって開館の当事名ーである労使の役割l
分f日:ないしは、政府のその調整に関する制点が欠務して
いるという点である。
藤回~}f:氏:1立、同盟、 1 M F . J Cの「働くものの生。1
i産生活ビジョンjにも触れ、労使関係の観点からの問題
意識の欠泌が、もう一方の当事者である労働組合からの
提案の場合にも、これが欠けていることを指摘される。
そして、労働者ーの願いが生涯にわたる生活の安定と保障
にあるとすれば、 「賃金と時短 ・休日、退職金、定年制、
不時の渇合の生活保降、持ち家援助などパッケージjと
して労使間iで解決すべきことを提案され、定年制の延長
の問題もこのパッケージ体系のなかに位tiづけることを
提案されるのである。
6 .定年制問題にたいする一つの考え方
労使交渉におけるライフサイクル計画パッケージ決定
は、たとえば褒ー18にしめしたスエーデンのLO-SA
F聞の全国協定に範をとることができる。
表-18 Ã~ーデンのLO -S AF間内「賃金・繍祉のパ y
ケージ」全国協定 (1974.1.26)
配分成目 1f.4l均1上J干t
』志田i!l'l金引J.耶
平均以下町労働呂・のための付加賃金引J:準
公的年金のための拠出地加分
時刻 ・体崎:• .0曹分
貸金ドリ 7 ト分
，、
n 3十
~.3% 
1.4 
5.0 
0.4 
3.0 
13.1 
このように、目前の賃金額のみならず、生涯にわたる
生活保障という鋭点からの体系的な:l..t金決定を示唆する
「賃金・似祉のパッケージ決定jというものは、生涯設
計計画という観点からみても、たしかに魅力のあるもの
である。否むしろ、これによってこそ、ミクロ的な生涯
計画が、はじめてマクロ的に保障されうるとも考えられ
る。
しかしながら、合理的なパッケージプランというもの
も、突は一つのユートピアの世界であって、 Z見状からす
れば、きわめて多くの研究課題と解決すべき難問をかか
ω 
えているょっに思、われる。
そこで、現実具体的な定年延長策を巧ーえるならば、ま
多国生涯計画からみた定年制の問題 195 
ず第ーに、労働組合が定年延長の推進力になっているこ
とである。たしかに、目先きの笠かさの実現ということ
が先にたって、-t後や不時のさいに回すべき所得が犠牲
にされている傾向、したがって世代間の利害を調整する
という課題のあることは否めないが、老後の一時期を現
実の賃金によってとりもどすことについての合意はそれ
ほど困難ではなく、むしろ定年延長がスローガンですら
ある。しかも、大規絞企業ほど定年制の壁は厚いが、こ
れにたいする労働組合からの要求がてことなっているこ
とも、すでにみてきたとおりである。
それゆえに、多くの問題は企業!日1にあり、定年延長を
はばんでいる理由として年功的賃金体系や人事管理の存
在、退職金の増大や若年層の不満、それに高齢者むきの
適職のないことや非能率などがあげられていることは、
すでに分析してきたとおりである。
しかし、たとえば賃金コスト負担についてみても、若
年労働力の不足と賃金裕差の縮少とにより 、それがかな
り軽減されてきていることは、すでに指摘しておいたと
ころである。
印)
図-3は、つい最近話題になった銭紡の新質金体系
(図のなかの点線の部分)を下敷に使った Iつの慨念図
である。いまこの図の点線部分でしめされている鐙紡の
新賃金体系は、本給(図では生活給)と職能給からなり
たっている。この職能給というのは、人事考課によって
昇降があるのにたいして、本給は地位や学歴とは無関係
にさまる生活給であるu 本給は男子45歳まで年併によっ
て増額されるが、 46歳からの本給アップはなくなるとい
うものである。
賃
金
/プ
MfJp l中帽ゐ
./ーイ¥
定年匡畳 寸・ 4 ・~-ー
/'./ ~トーへf…
生活軸 ‘・年金
剖畠釦白崎掛同国曲師向，..刷"-令
図-3 定年制問題にたいする一つの考え方
このような賃金体系は、 45歳までの組合員の本給のカ
サあげによって実現したといわれているが、鐙紡労組は、
「働ける者なら、会社は45歳の人を使っても、 56歳の人
を使っても賃金は同じ、年功序列下では高齢者が堅湿の
対{象となリがちだが、新体系ではその心配がないJと理
解し、経営者側1でも「労働力の高齢化時代には、それに
(25) 
見あう貸金体系が必要J(芦原関西経済連合会会長)、
r~、まの人事、賃金システムは、 、、人生わずか50年"と
いわれた時代のもの。寿命が延びた以上、定年延長が必
要だが人間の能力':140-45歳が頂点であとは衰える。低
成長下でそういう層には高い賃金が払えなくなるから、
鐙紡の新賃金体系は、労働力高齢化に対処する方法とし
て高〈評価したいJ(亀井関西経営者協会副会長)とい
うぐあいに、条件さえととのえば、労使双方にうけいれ
られやすいもののようである。たしかに、このような楠
恕は、賃金コストの負狙という面からみて、一層定年延
長に有利な状況を形づくっている模様である。
けれども、このような賃金体系の承認が、定年延長と
全くかかわりのないところでおこなわれるとすれば、庭
用機会にめぐまれていない定年退職予定者にとっては、
きわめて重大な問題であろう。しかも、この定年延長に
よって期待される労働力人口の増加に、退職引退後の老
齢保障の水準の向上への期待がかけられているのである。
退職一時金のほうも、退戦金の老後の生活補助的部分は
定年延長によって軽減されるであろうから、その実質的
な使用側他i立高まるものとみられる。
一方において、これまで年功というものの否定的側面
ばかりが強調されすぎていたきらいがあるが、企業の期
待するところの労働能力というものが、たんなる肉体的
能率のみによって評価されうるものか否かが間われなけ
自9
ればならない。高齢者のもっている有効な職業的経験、
すなわち
1 .就業経験にもとづく作業の段取りの巧みさ
2.作業を行なううえでの応用性や必要な注意力の持
続性ならびに広範性
3.作業意欲の持続性と安定性
4.対人関係の処理についての経験の豊かさ
5，生活経験の広さと深さ
などに帰因する能力が、職能給によって正当に評価さ
れうるものか否かである。これらはもっと客観的にきめ
細かく再評価されねばならないものである。
もし、これらの諸能力が職能給によって正当に評価さ
れないとするならば、それは本給もしくは生活給によっ
て、いいかえれば年齢給によ って正当に評価されるべき
であって、これととも， 55歳以後もなおしばらくつづく
とみられる生活費の必要のごくわずかな増加分が、とも
に加算されるべきである。
かくして、少くとも55歳から60歳までの定年延長にと
もなう賃金水準線は、 図-3の実線にしめされるような
生活給のごくわずかな精力日傾向で推移するのが安当と思
われる。これは、予想、よリもごくわずかな賃金コストの
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負短増をしめすかもしれないが、定年延長を基軸とする
賃金体系の箆僚と新たに加わった高齢労働力の特性の活
用をはかりうるような労務管理とによって償いうる範囲
のものであると考えられる。
袋一lHt.、日経連が定年を改訂した企業と改訂しない
企業について定年延長の阻害要因を競べたものである。
表一 19 定年延長の阻害要因
定年制を改訂
再延原長則事を睦改・訂勤務し合計
してしもーい企業 た企
年功賃金体系的存α 75.3 75.0 77.6 
年功的人事管患の.(f.，(E 55.6 56.0 34.1 
退職金的明大 55.4 47.2 63.5 
若年扇町不満 17.6 20.7 10.6 
高齢扇町i&職が少い 32.8 31.7 37.6 
高働層的非能郡 37.9 40.7 29.4 
そ グ〉 他 2.6 2.5 3.5 
il 翁- E十 100.0 100.0 100.0 
働慣行である。この制度は、終身雇用制と年功賃金体系
を支えておリ、高額の退職一時金が、これを円滑に機能
させている。しかしながら、ことような定年制のもとで
は、平均券命の伸びからくる人口のライフサイクル計画
の実現を困難にしている。この論文では定年制の実情を
分析するとともに、定年延長を阻害している諸要因を探
M.A.% 
定年制を改訂
した企業
76.8 
47.8 
66.1 
9.8 
33.0 
34.8 
2.7 
100.0 
究している。
その結果、われわれは者年労働力の不足と
賃金格差の縮少が定年延長の基盤をととのえ
つつあり 、労働組合運動がこれを促進してい
ることを見出した。 したがって、企業も政府
の政策も、高齢者を雇用しつづけるよう、労
働環境の整備にーそうカを注がねばならない
ことを示唆している。
(資料)日経連「定年制に関する調査結果報告J(昭47.11) 
これによると、年功賃金体系の存在は、阻害要因の首位
註および文献
でしかも定年改訂の動向とはほとんど関係がない。しか
し、年功賃金と定年延長問題とのかかわりは、すて・に分
析してきたとおりである。
年功賃金と同じような状況にある定年延長の阻害要因
は、高紛者の適職が少いということであって、これも、
うえに高齢者むきの適職の開発の重要性を指摘しておい
たとおりでらある。
ただ、そのほかの理由については、定年制を改訂した
企業・としない企業との聞に阻害要因にたいする阻害度の
差があり、年功的人事管理の存在、高齢者の非能率、若
年層の不満が定年制を改訂しない企業に多〈、退職金の
増大にもかかわらず、定年制を改訂する企業の多いこと
がみられる。したがって、企業側の態勢としては、高齢
者むきの人事管理体制の箆備をおおいに促進する必要が
あるのである。
このような企業の役割分担のうえで、 60歳から円滑に
定年に移行しうるような、いわば完全な「在職年金Jと
いう形での老齢年金制度や関連諸施策が国の役鯛として
登備されるならば、そして、退職金の減価や年金制度の
崩壊を招くようなインフレの進行をくいとめるような物
価対策が的確におこなわれるならば、これによってはじ
めて、個人の「生涯段計計画」も、その基本的部分の一
部一ーすなわち老齢保障の部分ーーが確保されうるよう
に恩われる.
要 約
わが国の定年制は55歳で自動的に験場を去るという労
(26) 
(1)村上泰禿・鎌山昌ーほか r生涯設計計画一一日本~
福祉社会のビジョンーーj 日本経済新聞社、昭和50年
(2)渡部経彦 rライフサイクル計画への疑問J日本経済
新聞社編「福祉論争一一ライフサイクル計画をめぐっ
て一一」所収、昭和50年、 P.30 
(3)大坪健一郎 r定年制の話J日経文庫 220、日本経済
新聞社、昭和49年、P'176-7
なお、公務員の定年制については、住友正 r欧米各
国の定年制」季刊人事行政、第l号、昭和51年8月、
P. 118-23を、フランスにおける老齢保障については、
労働省情報解析諜 rフランス :高齢者の生活実態と
年金制度j労働統計調査月報、 28の3、昭和51年3月、
p'26-33参照。
(4)大坪健一郎:向上書、p'35-6 同容によると 「明治
34年に出版された片山潜 ・西川光二郎共著の『日本の
労働運動jのなかに、東京砲兵工踊授の職工規目IJが戦工
の年齢制限を定めているということが魯かれており
(岩波文庫版、P.267)、 日本郵船の明治35年の社只
休戦規員IJに年齢55歳に達した社員は休戦を命ぜられ、
一定期間後解雇きれる規定があるといわれています。
また来製鉄所の古い資料には『明治33年12月職ヱ資格
年齢をきめ、事長用16歳以上、 50歳迄。特例14歳以上、
満期(停年)55歳、例外60歳jということが記されて
いますJとある。
(5)金子美雄:r定年制の問題とその展望」季刊人療行政、
第l号、昭和51年、p'23
(6)松田保彦: r定年延長をめぐる法律問題J、 日本労働
協会「日本の労使関係、昭和48年版」所収、P.295 
多国:生涯計画からみた定年制の問題 -197-
(7)粍済企l函Ji'編rL詞民生活白 dJ昭和49年版、大蔵省
印刷lo}、昭和49年、P.189 
(8)経i斉企曲iri'編 r国民生活白書」昭和50年版、大蔵省
印刷材、 Hs初50年、P.142-3 
(9)向上占、P.147 
(1日8つの年金制度の絡.6:.ならびに通算や遺族年金制度の
問題点については、備本riJO!¥:r年金、あなたの老後」
朗日新|綱引、昭和51年、が平明である。
(1)60政から64絞までの厚生年金加入者約84万人のうち、
住職.l齢年金公給者は約 2n3，400人(50年12月現必)
といわれておリ、 「このため厚生年金の実際の受給年
齢I:t.、-;-P:i句63i&i!Iくまで押しあげられることになるJ
向上作、P.91 なお、定年再就股者の年金にたいする
不渦についても、同;n:P. 90-106参照。
(l2H士会保険庁のぷo:によると、国民年金の場合、 r71絞
まて'は60i米受給が確実に有利、 61-63歳からでは72緩
まで、 64からだと73員長までは有利と出た。それ以上の
年紛まで，!.きると、 65歳 (通常の支給年齢)からもら
った方か得になるJ(向上占、P.105)といわれてい
る。
(13)労働大臣宵)Jj統計的報部情報解析課 rフランス .高
齢名・の'j，活実態と年金制度の概要」労働統計調盆月線、
28Y.!i 3号、昭和51年 3月、P.29 
(14)労働省統計的判i部制 rJii'用管用の実態」労働法令協
会、昭和50年 3丹、ごく 級近、 「昭和51年雇用管理主謝
伐結果の慨J唆」が労働統計調査月報、 28巻9号に紹介
されている。
(15)同上占、P.17
(1団労働省制 r労使関係白書 (昭和48年)生涯悩祉への
出発 大蔵省印刷局、昭和48年、 P.238-241 
(1司労働省編 r労働I'l~ (昭和51年版)労働経済の精進
変化と安定成l七の条件J、 大蔵省印刷局、昭和51年、
P. 152 
(1 8)向上lt~、P. 153 
(1前向上/~、P. 361 ニの試算は労働省労政局労働経済諜
の推計ーによるもので、 rn金崎造基本統計jから1，000
人以上続伐の鎚造業のデータを基礎としている。
ω)向上占、P.160 
(21)村上必:た ・蝋山昌ーほか:前掲書、P.57-58および22
7-230 
仰!ciJ上S、P.225
間藤田至孝 r福祉とライフサイクル計画」日本労働協
会雑誌、 207号、昭和51年 6丹、P.47-48
目的経済企同庁 「国民生活白書(昭和50年版)J大l厳省
印刷局、昭和51年12月、P.114の第 2-8図参照。
問藤田至孝 :liH討論文、 p'48
附労働省労働基準局編 ri昼休三日制・余暇 ・定年制
一一新しい労働者生活のビジョン一一J所収、 日本労
働協会、昭初48年、P.89-135
間向上役、P.94
側向上野、P.130-135
側 rltfr用率」の設定は、 「中高年齢者等の雇用の促進に
関する特別t昔置法J(昭和46年)にもとづいて必こな
われ、現在「問、地方公共団体等については33職傾に
わたり、民1m事業所については63職種にわたリ設定さ
れているJが、さらに「業種別や'1):業所単位に設定す
ることなどについて現在倹討がおこなわれているJ(健
康保険組合述合会「社会保障年鐙 (1976年版)Jp'184 
による。)
伽)村上若手必・蝋山昌ーほか :前掲舎、P.225 -227 
。1)同盟 ・IMF・JC : r働くものの生涯生活ビジョン」
Hs初50年。なおこの頃には、数多くのビジョンが話ら
れており、たとえば、昭和50年版 f労使関係自E与一一
混迷からの脱出、合意と公正の労使関係Jp'175-188 
には、鉄鋼労連、造船重後労i室、協初発画事労組などの
r 'j=.ilE生活ビジョンJが具体的に紹介されている.
(32)i露間報f守に関する討論概要参照(r日本労働協会雑誌」
207号、昭和51年 6丹、 P.58-60) 
(3) r銀紡の新賃金体系(上)(下)J読売新聞、昭和51年 9
月8-9日、P.1lの記事による。
(34)問弁同氏側 r高齢者の適職J福祉センタ一弘済会館、
昭和146年、P.76
Summary 
The age limit system of employment inJapan is characterized by the working custom in 
which the employer has to automaticaly retire from his job when he reaches 55 years old. 
This age limit system has became a foundation of the permanent employment in which the em市
ployer is able to continue to have a work until the reach of the age 1 imit， and also became 
a foundation of the wage system that the amount of the wage is institutionally determined by 
taking the crnployer's seniority into the consideration. The age limit system of employment it・
(27) 
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self has been maintained smoothly by means of a large amount of retirement allowance paid in 
a lump sum to a retired employer. However， this age limit system is starting to be less func曲
ti"onal to the realization of an individual's “life cycle" planning because of the prolongation of 
the avarage span of human 1 ife at present time. 
This paper has an aim to explore the actual circumstances of the age 1 imit system and 
tried to find out the factors facilitating or impeding a prolongation of the age limit. 
The findings derived from the analysis of bibliographical and official statistical data shows 
that the labour shortage at younger age and reduction of wage differentials are starting to 
have an foundation for the prolongation of the age limit， which is facilitated by the movement 
of labour union. Consequently we would like to suggest that employment policy at enterprise 
and national policy will have to be arranged as the old age i s able to cont inue to have a 
work. 
(28) 
